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1. はじめに 

  

都心空洞化問題とは都心部において長期的に

渡って蓄積された社会資本や住宅が有効に利用

されず、居住、産業、商業、業務、サービスなど

の都市諸機能が衰退し、それらの郊外化が生ずる

現象である。原因としてはモータリゼーションの

進展に伴う大規模商業施設の郊外立地や公共施

設の郊外移転と都心の住環境の快適さの欠如な

どが指摘されている。その悪影響は都市のスプロ

ール化による土地利用と公共交通の効率低下、自

動車交通による環境汚染の広域化、さらに都心商

業の衰退により雇用不振と財政悪化は生じ、都心

の魅力や生活の質の低下による都市の総合競争

力の低減が挙げられる。この問題を放置しておく

と都市域は際限なく郊外化し、都心衰退の悪循環

に陥る恐れもある。都市の持続可能な発展も問題

になる。 

近年、都心空洞化問題は全国的に進行し、深刻

化する一方である（図-1）1)。今まで政府や自治

体による様々な空洞化対策をとったが、参考にな

る成功事例がすくなく、また空洞化状況に対する

統一された定量的評価手法と対策効果に対して 
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も評価する仕組みが確立されてないことは現状

である（中心市街地活性化推進室、2004）。 

現状把握や政策策定には、感覚的だけではなく、

客観性のある尺度とそれに基づく対策の必要性

と緊急性の表現が必要である。このままの状態で

は、効率的な都心再生は期待できない恐れがある。

これから定量的評価手法と対策効果に対しても

評価する仕組みの確立は明瞭な現状把握と効率

的な再生事業の促進には欠かせない。 

2. 既往研究調査と行政における課題及び本研究

の位置づけと方法 

  

（１）既往研究調査と行政 

都市の成長管理は巨視と微視との両面アプロ

ーチが必要と言うものの、経済成長期においては

社会や都市全体の変動は拡大路線にあり、一部の

ミクロ空間の動きを除き、都市空間全体を一元化

し、マクロ空間成長管理方法を追求するような巨

視的な研究は多数にある。また、その方面の情報

インフラも比較的に整備されていたため、容易か

つ多量に行われていた。しかし、都心空洞化は相



 

対的に微視的な空間の変動であって、研究手法と

もかく、実証に必要なデータの詳細度も異なる。

微視空間に行くほど個人情報（衣食住遊などの個

人財の運営方法）とされるものが多くなり、情報

開示や情報収集の限度は多く設けられ、正確な研

究分析を行うための十分な情報収集は困難であ

る。このような状況の中、限られた情報、または

不確実な情報での研究分析は現実の問題の説明

または解決のための政策策定は限界がある。近年

の経済成長低減の中、都心空洞化問題がますます

深刻化し、都市再生と一体化された都心再生政策

の策定や支援をするような正確かつ有効な研究

に対する需要は高まってきているという。 

 1970 年代から現在に渡って、国内にはいくつの 

関連研究はある（岡本但夫ら(1975)－－中根大補

ら(2002)）が、中には外国の都心空洞化問題につ

いての報告はまだ少ない。それに、これらの研究

は多局面から空洞化問題の本質に接近し、または

その解決策を提示した。但し、空洞化評価手法に

関しての共通の課題（表-1）は：①都心地区の選

定方法は多様、②判定基準と指標は未設定又は多

様化、③統一された総合評価はないため、都市間

都心活力の比較は不可能。つまり、国内では都心

空洞化を言うものの、「都心」の具体的な範囲を

説明されてないのは一般的である。または、様々

な代替指標（例、DID 指標）で説明するケースも

見られる。「心（しん）は空洞しているが、心は

どこにあるかははっきりされてない」、また、「ど

こか、どれ程度の空洞化」との判断を下すことも

できない皮肉な現状はある。これに応じての政策

投入の正確性と有効性は疑わなければならない。 

一方、行政現場においても、地区選定に関して

も様々である。「中心商店街」、「中心地」との表

現はある。法的根拠はある「中心市街地」（1998）、

に対しても、具体的な策定は自治体其々で、後期

の政策目標の達成チェックという責任問題があ

り、現場では①評価・認定基準の主観性と多様性

が併存②策定においては数値目標未設定（全国

590 計画地区、38 箇所しか目標設定せず、2003 年

6 月、中心市街地活性化推進室）、③他都市と比較

に役に立つ総合評価はないという課題がある。 

表－1 都心選定に関連する主な「代用語」の特徴比較 

 

つまり、今までの研究では都心空洞化の状況を

客観指標で表現し、その動向や対策の成果を総合

的に評価しようとする研究が発表されたことは

まだない。 

 

（２）本研究の位置づけと方法 

上記の背景を踏まえて、本研究は地価に基づい

て都心域を策定し、居住、商業、雇用、交流とい

った局面から空洞化状況を定量的かつ体系的に

評価する手法を構築することを目的とする。また

空洞化評価指標の動きと地価変化との関係を分

析し、都心部の立地需要と空洞化との間の関係の

明確化と本評価手法の今後の都心再生政策形成

への適用についても検討を行う。 

 

３. 都心空洞化問題の定量化評価手法の構築 

 

本研究は一定の評価基準に従った定量化指標

を用いて、都心空洞化問題の現状を客観的かつ総

合的に捉えることを目的とする。これを実現する

ため、システム的評価手法を構築する。 

 

（１） 評価システムの構成 

①評価目的の設定、②評価対象都心域の選定、

③評価項目の体系化、④評価基準の設定、⑤評価

手続き。 

代用語 日本 国外 欠点 

1

人

口

集

中

地

区

・DID 

・国勢調査（1960）初設

定 

・居住人口を基本データ

・全国統一基準 

・詳細域・面積・人口 

 

・同定義無 

・同設定方法の応用有 

（中国） 

・統一基準無 

・人口統計を中心 

・DID の有無・規模に左

右、地域の中心性を十

分表現できず 

・通常では過大評価 

実 DID > 都心

2

中

心

市

街

地

・意味的定義（従来）

・法的定義 （1998）

   「中心市街地法」

・地域の中心性を重視

・商業を中心 

・各自治体自主策定 

・統一基準無 

・域・面積は提示 

・中心商店街 

・同定義無、類似用語有

Downtown（米）繁華街

MainStreet（米）中心街 

CBD（米）中心業務地区 

BID(米) 

ビジネス促進地区 

Town Centre（英）都心 

・統一策定基準無 

・（日）商業振興を中心

 

・（米）策定責任・政策

効果の評価は重視←→  

（日）策定責任・再生政

策の効果の評価は軽視

 

・統一的な策定・評価基

準は確立されず 

3
都

心

・中心地 

・都市の中心 

・都市形成の基本 

（都市より先に形成されると一般的に解釈される） 

・意味的、抽象的、シンボル性 

・政治、経済、文化の中心 

・地理空間は不明確、策定基準は確立されてない 

・定義は曖昧 

・策定基準は無 

・都心再生政策の形

成・財政の投資効果へ

の評価に不利 

・統一基準下都市間都

心活力比較は不可能 

4

本

研

究

の

都

心

・本論（2003）で初めて提起 

・地価での都心空間の策定 

・明確な空間情報を提示できる 

・定量的な表現も 

・居住・商業・雇用・交流の側面も反映 

・都市間都心活力の比較可能 

 

 

・該当無 

 

 

・地価の取引の公正性

に影響される 
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図－5 評価項目 

（２） 評価対象都心域の選定 

来街者の行動範囲から都心を確定する研究はあ

る（坂田慎二ら,1995）。本研究は①土地利用から

アプローチする。都心は都市の中心地である（中

心地理論）2)。第三次産業が集中する場所で、そ

の土地利用は社会からの寄与度が高く、土地利用

に対する要求と負担能力が最大であろう。そこで、

本研究は土地の収益性から都心を選定し、まず、

商用地区は対象とされる。しかし、現状では、空

洞化は商業地区だけでなく、商住地区、住宅地区

なども含む。このため、②地価分布からのアプロ

ーチ。公示地価（国土交通省土地鑑定委員会）を

使用し、現地調査と地図にみる土地利用分布より

判断し、最高地価を中心にその 1/4 地点までの距

離を半径とする円の中心に含まれる地域を都心

域と仮定した（例、豊橋市）（図-2、図－3、図－

4）。この域から町丁目を抽出し、評価対象とする。 

（３） 評価項目の体系化と評価基準の設定 

都心の機能から評価項目を整理し、これらを居

住、商業、雇用、交流で表現する。大項目をさら

に細分化して、大中小項目に体系化された評価シ

ステムを構築する（図－5）。 

 

 評価基準（評価尺度）設定時、各状況下の評価

項目の得点（評価点数）を明白に示す評価指標が

必要である。本評価システムのすべての評価は客

観的な結果であるように実際の統計データを用

いる。またこれらの指標は、単に 1 時点における

状態（SI：静態指標）のみならず、時間的変動率

（DI：動態指標）も導入して、発展・衰退状況も

表現できる。都市発展状況の断面への投影を時系

的に評価する。これらを五段階評価で表現する。     

1/4 地点について 

 

H15年 01月 01日時点の公示地価点（母集団）

（31866）中の全「商用」地価点（標本）（3632）

を抽出し、地価と駅距離との関係を分析してみ

る。階級別（10 万円ごと）の平均地価と平均駅

距離と配列し、その相関性を求める（相関係数：

-0.89）。さらに、その回帰式を求め、平均地価変

動と平均駅距離変動の関係を近似式：２Tp=1/Td

で表現できる。この時、Tp は平均地価変動倍率、

Td は平均駅距離変動倍率。つまり、平均地価の

減少倍率に対し、駅距離は更に 2 倍の大きさで増

加との近似関係式は得られた。また、地価の決定

要素には最寄り駅より最高地価点距離との相関

性が高い。この意味は、最高地価から 1/4 地点ま

での半径域は中心駅もカバーできる域の意味で

ある。その上、この域は最も中心性が高い。実際

の選定作業では、当該域の土地利用図をも参考。

図-2 豊橋市公示地価点分布図（2003） 
図- 3 最高地価 1/4 地点までを半径ｒとする 

地域を都心域と仮定 
図-4 半径域内の町丁目を抽出し、都心域と決定
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５ T 
T3 
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T1 

図-6 静態指標（SI）と動態指標（DI）による時系的評価
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SI 
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（４）評価値の総合化と総括表の作成 

上記（３）のように各評価項目の評価基準を設

定し、評価得点を総合化し、総括表を作成する。

またその総合得点を求め、総合判定を行う（表-3）。

なお、本研究では全ての評価項目の重みを１とし

た、ほかに AHP（階層分析法）などの重み付け方

法も検討できる。総合評価点数は式（１）と（２）

から求めることはできる。 

 

 

 

 

 

4．評価結果についての検証 

 

（１）事例都市についての評価 

上記 3 の評価を検証するために、全国から 12

都心の総合比較評価を行い、評価結果を元に、ラ

ンクづけを行った（表-3）。これに従えば、空洞

化重症は小田原に続き、大垣、甲府、船橋になる。

対象 12 都心が何れも上位と中位に到達できなか

ったことから空洞化問題の深刻さと全国的な進

展現状を改めて認識する。 

 

（２）著者の印象と評価値との関係 

上記評価に至るまでは 12 都心とも現地調査を

行い、統計データによる客観評価と現地調査によ

る印象評価（メインストリートの中心性、回遊性、

景観、空間的なゆとり）と比較してみた(両者一

致：○、全く異なる：×、比較的に近い：△ )。

地域の特性は第一印象でどれ程読取られている

のかその原因についても追究する必要はある。 

 

（３）評価点数と地価変動との相関 

空洞化は単純にいえば土地は十分に活用され

てないことである。評価点数と最高地価点の地価

変動率（1985－2003）との相関分析を行い、相関

係数は 0.44 との結果が得た。つまり、地価が上

昇した都心は高く評価され、逆に大幅に地価下落

した都心は低く評価されたことは確認できた。こ

れは都心衰退による都心の土地は十分に活用さ

れてないこと（土地の生産力が低下）は市場から

の反映とも言える。つまり、空洞化評価指標の動

きと地価変化と深い関係があり、今後、土地政策

を見直し、立地需要を積極的に誘導することは空

洞化問題を解決する鍵にもなる。新たな都心空間

の形成と土地市場の活性化にも期待される。 

5．政策形成への適用 

 

政策形成への適用事例は主に①「現状評価およ

び情報開示」。空洞化のレベル、対策の緊急性を

示すことができる。調査評価結果についてデータ

ベースを作成し、現実の国土計画、都市行政での

適用も考えられる。②「政策目標の設定及び事業

化方向の策定」。評価結果により現行政策の方向

性および努力目標の設定と再生事業の策定に役

に立つ。ほかに③「立地需要や土地コントロール

と今後の理想的な都心像の形成の参考」なども考

えられる。 
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表-3 評価結果についての検証 

ランク 必要条件 都市
評価点

数

統計数字による判

定結果(客観) 
現地調査による印

象評価（主観）

両者 

比較 

上位 4.0-5.0   活気ある都心   

中位 3.5-4.0   比較的活性的   

長野 3.3 安定 比較的活性的 △
下位 3.0-3.5

静岡 3.1 安定 比較的活性的 △

小樽 2.9 空洞化 比較的活性的 ×

熱海 2.9 空洞化 安定 △

豊橋 2.6 空洞化 安定 △

宇都宮 2.6 空洞化 比較的活性的 ×

藤沢 2.5 空洞化 安定 △

2.5-3.0

松本 2.5 空洞化 安定 △

船橋 2.3 空洞化重症 比較的活性的 ×

甲府 2.1 空洞化重症 空洞化重症 ○

小田原 1.9 空洞化重症 空洞化重症 ○

空
洞
化
都
心 

1.0-2.5

大垣 1.9 空洞化重症 空洞化重症 ○
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表-2 常住人口の評価基準 

評価要素　評価カテゴリ　都心ｘの活力度ｘ　　　
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